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自治体自治体EAEA事業の概要事業の概要

• ＥＡ（Enterprise Architecture）とは、組織全体を通じた業務・システムの最適化を図る設計手法である。ＥＡでは、
業務・システムを①政策・業務体系、②データ体系、③適用処理体系、④技術体系の４つの体系で整理する。

• ＥＡ手法に基づく「業務・システムの刷新」は、自治体運営における「行政改革」における事務事業の改善のための
手段の１つであり、共同アウトソーシングの前提となる「業務の標準化」の作業を含む。

• 「業務の標準化」は、システム設計の最上流工程（業務プロセス、データの標準化等を含む）に位置づけられる。共
同アウトソーシング等におけるシステム調達の発注仕様において、本事業で策定するガイドラインへの準拠を条件
付けることにより、システムのオープン化、モジュール化、全体最適を実現する。

☆団体規模によりシステム化の範囲も様々☆団体規模によりシステム化の範囲も様々
　（サービスレベルにばらつきがある。）　（サービスレベルにばらつきがある。）
☆法律･規則等のしばりによる無駄な業務フロー☆法律･規則等のしばりによる無駄な業務フロー
☆システム連携が出来ていない☆システム連携が出来ていないためため、システム間、システム間
　　 で重複したデータ管理で重複したデータ管理

☆システム化が進んでいるサイトでは運用経費☆システム化が進んでいるサイトでは運用経費
　　 等の負担が財政状況を圧迫等の負担が財政状況を圧迫

☆システム共同化による経費･運用負担の軽減☆システム共同化による経費･運用負担の軽減
　（サービスレベルのばらつきの解消。）　（サービスレベルのばらつきの解消。）
☆全体最適による重複の排除、欠落の補強を☆全体最適による重複の排除、欠落の補強を
　　 行なった理想の業務システム行なった理想の業務システム

　（事務効率、サービスレベルの向上。）　（事務効率、サービスレベルの向上。）
☆顧客志向や技術変化に応じて、随時業務･シ☆顧客志向や技術変化に応じて、随時業務･シ
　　 ステムを最適化ステムを最適化

理想モデル（ＴｏＢｅ）理想モデル（ＴｏＢｅ）現状（ＡｓＩｓ）現状（ＡｓＩｓ）

ＥＡによる電子自治体のＥＡによる電子自治体の
理想モデルを策定理想モデルを策定

基本基本
４情報４情報

住基

水道業務
政策・業務体系政策・業務体系

適用処理体系適用処理体系

技術体系技術体系

共同センター共同センター

データ体系データ体系

老人医療

選挙人名簿

基本基本
４情報４情報

住基

水道業務

老人医療

選挙人名簿

システム化対象

基本基本
４情報４情報

住基

水道業務

老人医療

選挙人名簿

システム化対象

システム化対象

市市

町町

村村

市市 町町 村村

基本基本
４情報４情報

次期参照モデル次期参照モデル

老人医療
選挙人名簿

児童手当

水道業務

農業情報

児童扶養

公営住宅管理

畜犬管理
情報管理

ＬＧＷＡＮＬＧＷＡＮ

共同利用共同利用

現状調査現状調査

現状調査現状調査

現状調査現状調査

策定策定
実証実験実証実験

フィードフィード
バックバック

業務・システム刷新化業務・システム刷新化
ガイドラインガイドライン

地方公共団体に配布　地方公共団体に配布　



2

自治体の役割

自治体自治体EAEAの全体像の全体像

「市民の声」に応える
　多様化、複雑化する「市民の声」

歳出は抑える
　限られた資源（ひと・もの・かね）

少ない資源で、より多くの

市民の声に応える

自治体EA
自治体職員が自ら作業・検討し、自治体の役割
を果たすための道筋（現状・将来像・次の段階）
に係る合意形成を図っていく

「市民の声」に応えるには、何をすべきか？

☆目的・目標、戦略を立てる
（刷新化の方向性策定）
市の特徴を生かして「市民の声」に応えるための「市全体の戦略」を考え、達成目標を立てる

限られた資源の中で、「市民の声」に応えるた
めにすべきことを、どのように実現するか？
☆業務・システムの本来の姿を組織内で共有する
（現状分析）
業務・システムが、本来は「基本的な機能や情報の組合せ」で実現出来ることを、明らかにする

☆業務・システムのあるべき姿を検討する
（刷新化対応構造検討）
業務・システムを実際に「基本的な機能や情報の組合せ」で実現するための、業務・システムの全体
構造（最適化構造）を検討する

☆「市民の声」に応える具体策を検討する
（個別課題の解決方策の検討）
業務・システムの最適化構造の上で実現する、目標達成のための具体策を検討する
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自治体自治体EAEAが目指すもの（従来のが目指すもの（従来のEAEAとの違い）との違い）

◎現行の業務・システムを分析

◎住民の満足度を向上

　する業務・システムのあるべき

　姿（業務・システムの構造化）を

　住民の視点から検討

業務・システムの構
造化検討

・現状分析

・あるべき姿の検討

◎個別具体的な業務・システムの

　刷新方法を検討

目的達成のための個
別具体的な業務・シ
ステム刷新の検討

◎首長から担当者レベルま
での全庁的な取組み

◎自治体職員自らが作業を
行う

◎住民ニーズ、首長方針、該当自　

　治体が置かれる状況の認識

◎住民満足度向上のための方策　

　について首長から担当者レベル

　までの全庁的な合意形成

刷新化の方向性策定
（庁内合意形成）

◎住民満足度の向上

　　　　　＋

◎業務・システムの全
　体最適化

自治体
EA

◎情報システム担当部門だ
けの取組み

◎コンサルタントやITベンダー

が作業を行う

◎重複システム機能の排除やシ

　ステム構築技術の標準化を進め

　る

情報システムの全体
最適化

◎情報システムの

　コスト削減

従来の
EA

実施主体手段目的区分

• 自治体EAは「行政改革」の一環である
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自治体自治体EAEAが目指すものが目指すもの（見える化、読める化、解かる化）（見える化、読める化、解かる化）

自治体EAとは、各職員の頭の中にある知識やアイディアを、他者にも分かるよ

うな形にして全庁的な対話の場に引き出し、課題解決の道筋の合意形成を図る
ための、庁内対話手法である！

ポイント：各職員の頭の中にある材料を、他者にも分かるような形にする

１．何はともあれ、紙に書く（見える化！）

　→　自治体EAでは、「担当職員が、自ら紙に書く」のが肝要

２．共通の書き方で、書く（読める化！）

　→　自治体EAでは、「EA図表（DMM,DFD,…）」を用いる

３．共通のまとめ方で、書く（解かる化！）

　→　自治体EAでは、下記の視点でまとめる
　　・ 政策・業務体系（BA）、データ体系（DA）、適用処理体系（AA）、技術体系（TA）

　　・ 現状（AsIs）、将来像（ToBe）、次期像

　→　自治体EAでは、「組織の全体を見る視点」でまとめる
　　・ 市民の視点で見る

　　・ 組織全体を俯瞰する「見取り図」を書く
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自治体自治体EAEAにおける現状における現状分析の意義分析の意義

•種々の業務が「限られた資源（ひと、もの、かね）」の中でも実現できるように、
業務が本来「基本的な機能や情報の組合せ」で実現できることについて、関係
者間の共通認識を生み出す

–例えば「キッチン」は、限られたスペースの中で、様々な料理を作るために必要な「機
能」の「実現手段」が、効率良くまとめられている

• シンク：食材や食器などを「洗う」機能を提供する

• 包丁とまな板：食材を「加工する（皮を剥く、切る、…） 」機能を提供する

• ガスコンロ：食材を「加熱処理する（煮る、焼く、蒸す、…）」機能を提供する

–様々な料理を作る工程を、一般化された「機能」の組み合わせで実現
• 機能と食材の組み合わせを変えれば、同じキッチンで様々な料理が出来る

• 機能の実現手段を変えれば、様々な料理を作る工程が一気に効率化出来る
（ガスコンロを電子レンジに変えれば、様々な料理の加熱処理時間が一気に短縮）

•現行の業務が「料理毎の専用キッチン」の状態になっていないか？
–キッチン＝業務の実現手段

• 組織、担当者、スペース（執務室、窓口）、情報システム、予算、…
•「専用キッチン」の状態では、いくら資源（ひと、もの、かね）が有っても足りない
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分析・検討作業の重複排除

検討結果の全体最適化

分析・検討作業の重複

検討結果の個別最適化

自治体自治体EAEAにおける現状分析の意義における現状分析の意義

• 個別の業務課題（目標の達成方法）を個別に検討するのではなく、対象業務
を一度「一般化（パターン化）」した上で、課題の解決方策を検討する

現行業務 課題解決後

個別の

分析・検討

個別の

分析・検討

個別の

分析・検討

業務の一般化
（パターン化）

全ての業務は、基本的

な機能や情報の組合せ

で実現出来る
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５．刷新化

計画の策定

５．刷新化

計画の策定

１．刷新化の方向性策定
１．刷新化の方向性策定

２．現状分析
２．現状分析

業務分析

情報シス
テム分析

３．刷新化対応構造

（あるべき姿）検討

３．刷新化対応構造

（あるべき姿）検討

業務構造
最適化検討

情報システム
最適化検討

情報システム
再構築計画

業務構造
再構築計画

刷新化項目一覧

•１．刷新化の方向性策定
–市民ニーズ、市長方針、自治体が置

かれる状況について認識する

–市民満足度向上のための方策（刷新
化項目）について、市長から担当者レ
ベルまでの全庁的な合意形成を図る

–刷新化項目のうち、業務・システムの
刷新に関する事項を抽出する

•２．現状分析
–現行の業務・システムを分析して、刷

新可能性のある部分を明らかにする

•３．刷新化対応構造（あるべき
　　姿）検討

–種々の課題を解決するために、柔軟
かつ迅速に業務・システムを組み替え
るために必要となる業務・システムの
全体構造について、検討する

•４．個別課題の解決方策の検討
–目的達成のための個別具体的な業務・

システムの刷新方法を検討する

•５．刷新化計画の策定
–低コストで市民の満足度を向上する業

務・システムの段階的構築、および個
別課題の解決方策の段階的実施に係
る計画を策定する

政策・施策・
事業の刷新
に関する事
項

業務・システムの刷新に

関する事項

総合計画の
見直しへ

分析結果
(AsIs)

分析結果
(AsIs)

全庁的な

事項

個別な

事項

分析結果
(ToBe)

検討結果
(ToBe)

４．個別課題の

解決方策の検討

４．個別課題の

解決方策の検討
検討結果

(BP)

個別課題
解決計画

予
算
化
（実
施
）

検討結果
(ToBe)

自治体自治体EAEAにおける検討の流れ（全体像）における検討の流れ（全体像）

基本方針

の提示

基本方針

の提示
上下横断

的な対話

上下横断

的な対話
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刷新化の方向性策定
刷新化の方向性策定

環境分析
（SWOT分析）

行動成功要因
分析

「目的/手段」

関連分析
行動目標

設定
活動
一覧

政策・施策・事務事業

の刷新

政策・施策・事務事業

の刷新

業務・システム

の刷新

業務・システム

の刷新

市長の方針
市長の方針

議会
方針演説

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

市民ニーズ
市民ニーズ

満足度
調査

市民の
声

各種統計
各種統計

動静
調査

国・他団体の

施策・動向

国・他団体の

施策・動向

刷新化
目標

総合計画の
見直し

刷新化に適した
業務・システムの

構造の整備

業務・システムの
刷新化によって
解決すべき課題

•1-0．各種資料　※既存資料の収集を含む
–市の状況に係る資料

–市民の意識・ニーズに係る資料

–国・他団体等の動向に係る資料

•1-1．基本方針の提示　※既存資料の収集を含む
–市長インタビュー

–議会での方針演説、マニフェスト、…

•1-2．刷新化の方向性検討
–SWOT分析

• 市の強み、弱み、機会、脅威の分析結果

–刷新化目標
• 「解決すべき課題」とその目標の大枠をまとめたもの

–例：財務状況改善（単年度赤字 10% 削減）

•1-2．刷新化の方向性検討（続き）

–行動成功要因分析
•SWOT分析結果から、行動目標達成のための「主要戦略」を導き出す

–例：市民満足度向上
　-> 市民との協働、職員の意識改革、積極的な情報公開、…

–例：財務状況改善
　-> 業務効率の向上、民間力の活用、…

–目的・手段関連分析
•課題解決のために「解決すべき副課題」 とその解決手段との関係（目

的と手段との関係）の階層構造をまとめる

–行動目標設定
•「目的・手段関連分析結果」の中の「解決すべき副課題」 で、達成すべ

き目標を決める

自治体自治体EAEAにおける検討の流れ（刷新化の方向性策定）における検討の流れ（刷新化の方向性策定）
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•2-0．各種資料　※既存資料の収集を含む

–業務手順書、例規集

–帳票・様式・台帳、コンピュータ画面のサンプル（ユーザ・マニュアルなど）

–日頃の業務の「業務量」の把握の参考となる統計資料等

•2-1-1．業務一覧（業務の概要）
–業務説明表

•個々の業務の概要を示したもの

–機能分析表（DMM）

•業務を「機能の集まり」で示したもの

•2-1-2．業務間の関連分析
–機能情報関連図（DFD）

•機能分析表で示された機能について、機能と機能とのつながり（情報の流
れ）を示したもの

•2-1-3．機能・情報の実現手段分析
–業務流れ図(WFA)、もしくは業務要件定義表

•機能情報関連図で示された個々の機能や機能間を流れる情報の実現手
段を示したもの

•2-1-4．情報実態分析
–情報実体一覧表

•機能情報関連図で示された「情報（機能間の流れ及び滞留）」の実体（口
頭、帳票、台帳、データベース）を、一覧表に示したもの

–情報項目分析表
•個々の情報実体（帳票、台帳、データベース）に含まれる情報項目を示し
たもの（システム化されているものを含む）

•2-2-1．業務機能の整理（論理化、抽象化）
–機能情報関連図（DFD）　※整理後

•2-2-2．情報項目の整理
–情報整理図（DAM）

–実体関連図（ERD）

業務情報
業務情報

○○業務
手順書 ◎◎市

例規集 帳票
サンプル

業務分析
業務分析

業務量統計

現状分析

業務の機能構造分析
機能分析表

（DMM）

業務説明書

業務機能間の関係分析
機能情報

関連図（DFD）

機能・情報の実現手段分析
業務流れ図

（WFA）
業務要件
定義表

情報実態分析

情報実体
一覧表

情報項目
分析表

分析結果の整理

業務機能の整理
（論理化、抽象化）

機能情報
関連図（DFD）

情報項目の整理

情報整理図
（DAM）

実体関連図
（ERD）

情報分析

自治体自治体EAEAにおける検討の流れ（業務分析）における検討の流れ（業務分析）
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自治体自治体EAEAにおける検討の流れ（情報システム分析）における検討の流れ（情報システム分析）

•0．各種資料　※既存資料の収集を含む
– 情報システム関連組織図

– ネットワーク、センター設備に関する情報

– システム仕様書、ユーザ・マニュアルなど

– 情報システムの整理の参考となる資料等

•1.システム刷新化の目標
– 情報化基本計画や現在や将来の技術動向をふまえて

刷新化のシステム化目標を示す。

– この目標を念頭におきながら現状分析を行う

•2-1．インフラの全体を整理
– 情報システムの全体をインフラ面から整理する

• ネットワーク構成図

– 全体を整理したのち、今回の現状調査の範囲を
決定する。

•2-2．インフラの現状整理
– ソフトウェア構成図
– ハードウェア構成図

•2-3．アプリケーションの現状整理
– 棚卸一覧表
– 情報システム関連図
– 情報システム機能構成図
– 帳票・画面一覧表

•2-4．あるべき像の検討
– 現状分析結果、システム刷新化の目標および

業務のあるべき姿の検討結果を踏まえ当該情
報システムのあるべき姿を検討する

情報システム情報
情報システム情報

情報システム分析
情報システム分析

現状分析
インフラの全体を整理 ネットワーク

構成図
分析の範囲を決定

インフラの現状整理

ハードウェア
構成図

○○システム
仕様書

ネットワーク
関連資料

センター設備
等に関する情報

○○システム
マニュアル

川口市
電子計算組織

アプリケーションの現状整理

棚卸一覧表
情報システム

関連図

情報システム
機能構成図

画面一覧表

帳票一覧表

ソフトウェア
構成図

システム刷新化の目標
システム刷新化の目標

＜例＞
①レガシーの順次オープン化
②一括オープン化
③共同アウトソーシングセンター
への順次移行
など

個別具体的課題の整理と解決方策の検討
個別具体的課題の整理と解決方策の検討

刷新化対応構造（あるべき姿）検討の検討

あるべき姿の検討 検討結果

業務のある
べき姿の
検討結果
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自治体自治体EAEA事業の推進体制事業の推進体制

PMO（Project Management Office）PMO（Project Management Office）

協力市町村

福岡県北九州市、埼玉県川口市、岩手県水沢市

協力市町村

福岡県北九州市、埼玉県川口市、岩手県水沢市

協力

支援・指示・連携支援・指示・連携

デュオシステムズ
・調達支援
・プロジェクト管理
・参照情報等の作成

デュオシステムズ
・調達支援
・プロジェクト管理
・参照情報等の作成

三菱総研
・EA策定支援業務（基幹業務）
・ガイドライン作成（BA、DA）

三菱総研
・EA策定支援業務（基幹業務）
・ガイドライン作成（BA、DA）

みずほ情報総研
・EA策定支援業務（内部管理）
・ガイドライン作成（AA,TA）

みずほ情報総研
・EA策定支援業務（内部管理）
・ガイドライン作成（AA,TA）

LASDEC
事業全体管理

LASDEC
事業全体管理

プログラムオーナ
総務省

指示・連携

指示・評価

内部管理業務EA策定チーム
（人事給与、財務会計、庶務事務等）

株式会社大和総研、日本電気株式会社、
富士通株式会社、京都電子計算株式会
社、新日鉄ソリューソンズ株式会社、株式
会社NTTデータ、行政システム株式会社、

安川情報システム株式会社

内部管理業務EA策定チーム
（人事給与、財務会計、庶務事務等）

株式会社大和総研、日本電気株式会社、
富士通株式会社、京都電子計算株式会
社、新日鉄ソリューソンズ株式会社、株式
会社NTTデータ、行政システム株式会社、

安川情報システム株式会社

基幹業務EA策定チーム
（住民情報、税、福祉等）

株式会社日本総合研究所、株式会社日
立製作所、株式会社アイシーエス、株式
会社アイネス、三菱電機株式会社、株式
会社インテック、エヌ・ティ・ティ・コミュニケー
ションズ株式会社

基幹業務EA策定チーム
（住民情報、税、福祉等）

株式会社日本総合研究所、株式会社日
立製作所、株式会社アイシーエス、株式
会社アイネス、三菱電機株式会社、株式
会社インテック、エヌ・ティ・ティ・コミュニケー
ションズ株式会社

青山学院大学 大学院

松尾教授
事業推進に係る助言等

青山学院大学 大学院

松尾教授
事業推進に係る助言等

協力
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各課担当者
（基幹/内部管理関連

→EA分科会）

（その他）

情報政策課

部長
(IT推進会議)

課長
(IT推進委員会)

市長

　　9/5　　　　 9/28        10/24～11/1   11/14～11/25　 11/28～担当＼日程

川口市における取組み川口市における取組み

①基本方針

の提示

①基本方針

の提示

②刷新化の

方向性策定（１）

②刷新化の

方向性策定（１）

SWOT分析

（部長級）

SWOT分析

（課長級）

②
刷
新
化
の
方
向
性
策
定
（
見
学
）

②
刷
新
化
の
方
向
性
策
定
（
見
学
）

　

⑥
業
務
分
析

　

⑥
業
務
分
析

分
析
方
法
説
明

⑦業務分析（１）
⑦業務分析（１）

④刷新化の

方向性策定（２）

④刷新化の

方向性策定（２）

DMM
DFD

行動成功

要因分析

３段階

工程分析

目的手段

分析

１０／２７、２８

⑤刷新化の

方向性策定（３）

⑤刷新化の

方向性策定（３）

SWOT分析

（中堅職員）

行動成功

要因分析

⑧業務分析（２）
⑧業務分析（２）

１１／１８

DMM
DFD

③上下横断

的な対話

③上下横断

的な対話

１０／１７

業務分析（３）

論理化・抽象化

業務分析（３）

論理化・抽象化

情報分析
情報分析

あるべき

姿の検討

あるべき

姿の検討
個別課題

の解決方

策の検討

～2/22

個別課題

の解決方

策の検討

～2/22

あるべき

姿の検討

あるべき

姿の検討

：太枠は実施済み（一部、実施中）

情報システム

分析

情報システム

分析

④刷新化の

方向性策定（４）

④刷新化の

方向性策定（４）

目標

設定

１２／２２

１／１９
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SWOTSWOT分析結果の例（川口市の分析結果より）分析結果の例（川口市の分析結果より）

特色ある行政運営を支える優秀な人材

時代を先取りと同
時に市民サービス
にも徹底し、常に
向上した

新しい物の導入

常に進んで新しい
事業に取り組んで

いる

新たなことに対す
る取組みが早い

情報に敏感である
サービス向上に向
け常に最新の情報
を得て即検討する

他市と比べいち早
く先進事例に対応
している

新しい事業を受け
入れている

新しい取り組みに
積極的

川口独自の施策

行革推進によるス
リム化

ハード部分からソ
フトな部分へ行政
の転換

独自の政策
庁内

物を売らなくてもお
金が入る

補助金などの歳入
を得るべく積極的
に努力する

他市にない収益事
業がある

ＩＴが進んでいる

情報インフラの整
備（市役所内、市
内）

電子化が進んでお
りインターネットに
より情報を得やす

い

デジタル映画祭は
世界中で初

情報の共有化

情報収集の手段
が揃っている

機能充実（ＩＴ化）

進むIT整備

財源確保 庁内

庁内

特色ある行政運営

時代を先取りと同
時に市民サービス
にも徹底し、常に
向上した

新しい物の導入

常に進んで新しい
事業に取り組んで

いる

新たなことに対す
る取組みが早い

情報に敏感である
サービス向上に向
け常に最新の情報
を得て即検討する

他市と比べいち早
く先進事例に対応
している

新しい事業を受け
入れている

新しい取り組みに
積極的

川口独自の施策

行革推進によるス
リム化

ハード部分からソ
フトな部分へ行政
の転換

独自の政策
庁内

物を売らなくてもお
金が入る

補助金などの歳入
を得るべく積極的
に努力する

他市にない収益事
業がある

ＩＴが進んでいる

情報インフラの整
備（市役所内、市
内）

電子化が進んでお
りインターネットに
より情報を得やす

い

デジタル映画祭は
世界中で初

情報の共有化

情報収集の手段
が揃っている

機能充実（ＩＴ化）

進むIT整備

財源確保 庁内

庁内

物を売らなくてもお
金が入る

補助金などの歳入
を得るべく積極的
に努力する

他市にない収益事
業がある

ＩＴが進んでいる

情報インフラの整
備（市役所内、市
内）

電子化が進んでお
りインターネットに
より情報を得やす

い

デジタル映画祭は
世界中で初

情報の共有化

情報収集の手段
が揃っている

機能充実（ＩＴ化）

進むIT整備

財源確保 庁内

庁内

特色ある行政運営

職員の意識が
高い

少ない職員で作業
をこなす

オープンシステム
による電算担当者
の充実

職員の資質がとと
のっている

比較的若い層に人
材が揃っており将
来性がある

人材（職員）豊富

幅広い人材がいる

人事異動により
色々な仕事が経験
できる

物事の対応が早い

優秀な職員が揃っ
ている

能力の高い職員が
多く、責任ある仕
事ができる

個々人の資質・潜
在能力あり

マスコミ等ＰＲがう
まい

仕事の内容につい
て県より教えてほ
しいと依頼される
システム開発を職
員の手で手がけた
歴史がある

ＩＴに対する知識を
持った人材が多い

研修の機会が充
実

能力が高い人材

が豊富

問題意識を持つ職
員が多い

意欲のある若手職
員が多い

職員資質がまじめ

職員の意識が前
向き

職員の知識が比
較的高い

やる気がある

職員の意識が変
わってきている（特
に窓口業務）

職員の研究熱心

県内、県外に先駆
けて取り組もうとす
る職員の意識

職員が元気

職員間の挨拶

能力の高い豊富な人材

市民対応が早い

行政へ市民の理
解が高い

サービスが徹底し
ている

市民との接し方が
よい。市長の提案
である「ようこそス
ピード営業マン」が
浸透している

公共事業がかなり
進み満足度が高く
なっている
要望をいつでも市
に言える体制があ
る

市民への高感度
が職員対応により
上昇

比較的市民の行

政の連携がスムー
ズである

市民からの苦情対
応が早い

市民に対し情報の
発信が迅速になっ
ている

地域に公平感がで
てきている

市長メール、ファッ
クス等で市の眼の
届かない情報が
入ってくる

現市長になってか
ら解決が速くなっ
てきている

周辺地域との連携
を強化し生活に密
着した問題にも積
極的に取り組む

素早い市民対応

庁内

庁内

職員の意識が
高い

少ない職員で作業
をこなす

オープンシステム
による電算担当者
の充実

職員の資質がとと
のっている

比較的若い層に人
材が揃っており将
来性がある

人材（職員）豊富

幅広い人材がいる

人事異動により
色々な仕事が経験
できる

物事の対応が早い

優秀な職員が揃っ
ている

能力の高い職員が
多く、責任ある仕
事ができる

個々人の資質・潜
在能力あり

マスコミ等ＰＲがう
まい

仕事の内容につい
て県より教えてほ
しいと依頼される
システム開発を職
員の手で手がけた
歴史がある

ＩＴに対する知識を
持った人材が多い

研修の機会が充
実

優秀な職員が揃っ
ている

能力の高い職員が
多く、責任ある仕
事ができる

個々人の資質・潜
在能力あり

マスコミ等ＰＲがう
まい

仕事の内容につい
て県より教えてほ
しいと依頼される
システム開発を職
員の手で手がけた
歴史がある

ＩＴに対する知識を
持った人材が多い

研修の機会が充
実

能力が高い人材

が豊富

問題意識を持つ職
員が多い

意欲のある若手職
員が多い

職員資質がまじめ

職員の意識が前
向き

職員の知識が比
較的高い

やる気がある

職員の意識が変
わってきている（特
に窓口業務）

職員の研究熱心

県内、県外に先駆
けて取り組もうとす
る職員の意識

職員が元気

職員間の挨拶

能力の高い豊富な人材

市民対応が早い

行政へ市民の理
解が高い

サービスが徹底し
ている

市民との接し方が
よい。市長の提案
である「ようこそス
ピード営業マン」が
浸透している

公共事業がかなり
進み満足度が高く
なっている
要望をいつでも市
に言える体制があ
る

市民への高感度
が職員対応により
上昇

比較的市民の行

政の連携がスムー
ズである

市民からの苦情対
応が早い

市民に対し情報の
発信が迅速になっ
ている

地域に公平感がで
てきている

市長メール、ファッ
クス等で市の眼の
届かない情報が
入ってくる

現市長になってか
ら解決が速くなっ
てきている

周辺地域との連携
を強化し生活に密
着した問題にも積
極的に取り組む

素早い市民対応

庁内

庁内

助役の人望

市民が政策通

市長のリーダー
シップが強力であ
る
強烈なリーダー
シップを持つ首長
が続いている

近年（特に現市長
になって）いろいろ
な分野で政策が進
んでいる

職員間の協同がよ
い

組織の横断的な対
応が比較的スムー
ズなこと
一つの事が決定さ
れると職員一丸と
なり進められる

組織がしっかりし
ている

上位の命令に従順

強力なリーダーシップ

チームワークが強い

力強い組織

助役の人望

市民が政策通

市長のリーダー
シップが強力であ
る
強烈なリーダー
シップを持つ首長
が続いている

近年（特に現市長
になって）いろいろ
な分野で政策が進
んでいる

職員間の協同がよ
い

組織の横断的な対
応が比較的スムー
ズなこと
一つの事が決定さ
れると職員一丸と
なり進められる

組織がしっかりし
ている

上位の命令に従順

強力なリーダーシップ

チームワークが強い

力強い組織

風水害の被害が
少なくなっている

防犯、防災の市
民意識

危機管理での対
応がマニュアル
化されている

災害対策の充実

防災・防犯の充実

他市に比べ若い人
が多い

若い人が多い

高齢化率が14.7程
度で国の19.5に比

べれば人口が若い

外国人が多い

人口が多いためイ
ベント等に対する
成果が大きい

県内で政令市を除
き人口で最大市で
ある

各市人口減少下に
おいて人口が増し
ている

マンション建設など
の開発により人口
が増え街に活気が
ある

マンションが多い

高い人口密度

郊外地の緑の活用

地域に応じた産業発展（みどり、軽
工業）

緑が多い

市の北東部には自然が多く残され
ており併せて地場産業の花植木栽
培が盛ん

豊かな自然

区画整理事業に
より街並、住環境
が整備されている

インフラ整備が進
んでいる

街全体に元気が
ある

都市整備の充実
（区画整理、駅前
整備等）
駅前開発等により
将来が楽しみで
ある

インフラ整備が
整っている（道路、
照明、下水道、河
川など）

インフラ整備の進展

交通網の整備

交通網が整備さ
れていて便利

交通網が充実し
ている

公共交通機関の
整備

外環、首都高、
東北道等の基幹
道路網が整備さ
れておりどこへ行
くのも便利

施設の充実
過去に投資した
施設が整ってい
る

他市と比べ公共
施設が充実して
いる

公共施設が充実
している

市内に救命・救急
センターがある

施設が多く利用
する市民が便利

公共施設が多い
のでサービスが
受けやすい
施設の数が多い

ので利便性が向
上する

公民館などの市

民が利用する施
設が多い

首都に近い

東京の中心から20km圏内
に位置している

東京に近いので最新の情報
を得やすい

首都圏20km圏に緑地帯を

もつ（市街化調整区域）

整備が進む都市基盤

市内

市内 市内

異業務のるつぼ

伝統ある産業があ
る

いくつかの優秀企
業が頑張っている

技術力のある企業
が多い

特色ある産業

企業が参入しやす
い

市内

庁内

庁内

庁内

庁内

風水害の被害が
少なくなっている

防犯、防災の市
民意識

危機管理での対
応がマニュアル
化されている

災害対策の充実

防災・防犯の充実

他市に比べ若い人
が多い

若い人が多い

高齢化率が14.7程
度で国の19.5に比

べれば人口が若い

外国人が多い

人口が多いためイ
ベント等に対する
成果が大きい

県内で政令市を除
き人口で最大市で
ある

各市人口減少下に
おいて人口が増し
ている

マンション建設など
の開発により人口
が増え街に活気が
ある

マンションが多い

高い人口密度

郊外地の緑の活用

地域に応じた産業発展（みどり、軽
工業）

緑が多い

市の北東部には自然が多く残され
ており併せて地場産業の花植木栽
培が盛ん

豊かな自然

区画整理事業に
より街並、住環境
が整備されている

インフラ整備が進
んでいる

街全体に元気が
ある

都市整備の充実
（区画整理、駅前
整備等）
駅前開発等により
将来が楽しみで
ある

インフラ整備が
整っている（道路、
照明、下水道、河
川など）

インフラ整備の進展

交通網の整備

交通網が整備さ
れていて便利

交通網が充実し
ている

公共交通機関の
整備

外環、首都高、
東北道等の基幹
道路網が整備さ
れておりどこへ行
くのも便利

施設の充実
過去に投資した
施設が整ってい
る

他市と比べ公共
施設が充実して
いる

公共施設が充実
している

市内に救命・救急
センターがある

施設が多く利用
する市民が便利

公共施設が多い
のでサービスが
受けやすい
施設の数が多い

ので利便性が向
上する

公民館などの市

民が利用する施
設が多い

首都に近い

東京の中心から20km圏内
に位置している

東京に近いので最新の情報
を得やすい

首都圏20km圏に緑地帯を

もつ（市街化調整区域）

整備が進む都市基盤

市内

市内 市内

異業務のるつぼ

伝統ある産業があ
る

いくつかの優秀企
業が頑張っている

技術力のある企業
が多い

特色ある産業

企業が参入しやす
い

市内

庁内

庁内

庁内

庁内

町会の組織が充
実している

自治会の組織が
しっかりしており活
動がさかん

町会活動が他市に
比較して強い

町会を通じて市民
への連絡が容易

日本一のボラン
ティア（ＮＰＯベン
チャー育成）

官と民、行政と産
業のつながりが強
い

市民とのつながり
受入れ易さ

市と地域住民代表
との組織との連携
がある

地元意識の強い住
民が多く協力を得
やすい

住民との協働事業
がスムーズ

町会組織、ボラン
ティア団体等がしっ
かりしておりコミュ
ニティ活動が活発
である

ごみの収集への市
民意識の高まり

地元に愛着心を持
つ人が多い

参加意識の高い市民 市内

町会の組織が充
実している

自治会の組織が
しっかりしており活
動がさかん

町会活動が他市に
比較して強い

町会を通じて市民
への連絡が容易

日本一のボラン
ティア（ＮＰＯベン
チャー育成）

官と民、行政と産
業のつながりが強
い

市民とのつながり
受入れ易さ

市と地域住民代表
との組織との連携
がある

地元意識の強い住
民が多く協力を得
やすい

住民との協働事業
がスムーズ

町会組織、ボラン
ティア団体等がしっ
かりしておりコミュ
ニティ活動が活発
である

ごみの収集への市
民意識の高まり

地元に愛着心を持
つ人が多い

参加意識の高い市民 市内

SS

激増する行政課題に対応できない硬直化した組織

東京からの転入者が多く
何事につけても比較され

行政サービスの低さを指
摘される

主要駅放置自転車が多い

１階窓口が常に混雑して
いる

イベントの計画と人の動員

市民要望の多様化に対応
できない部分

災害への対応、住民と役所と
の連携

荒川に接し、土地が低いところ
が多く浸水しやすい

河川の下流部に位置し、水害
が多い

教育のハード面は先進的であ
るがソフト面がいまいちである

大学が少ない

優秀な子供が都内の学校へ

進学する

多様化する市民ニーズ

教育の空洞化

多発する災害

庁内

庁内

ベッドタウンであり市民の

地元への愛着心が薄い

市民からの苦情が直接言
われやすい

市民、町会への対応で苦慮

マンションの街、郷土愛の

希薄

川口都民が多い

新旧住民の交流ができてい

ない

新旧住民のコミュニケー
ションがあまりない

町会員と町会に未加入者
の対応

電子化が進んでいるが職
員の基本となる市民とのコ
ミュニケーションや折働能
力の低下につながる

新住民と旧住民とのコミュ
ニケーションの必要性

新住民の増加

町会員と町会に未加入者

の対応

激増する行政課題

庁内

東京からの転入者が多く
何事につけても比較され

行政サービスの低さを指
摘される

主要駅放置自転車が多い

１階窓口が常に混雑して
いる

イベントの計画と人の動員

市民要望の多様化に対応
できない部分

災害への対応、住民と役所と
の連携

荒川に接し、土地が低いところ
が多く浸水しやすい

河川の下流部に位置し、水害
が多い

教育のハード面は先進的であ
るがソフト面がいまいちである

大学が少ない

優秀な子供が都内の学校へ

進学する

多様化する市民ニーズ

教育の空洞化

多発する災害

庁内

庁内

ベッドタウンであり市民の

地元への愛着心が薄い

市民からの苦情が直接言
われやすい

市民、町会への対応で苦慮

マンションの街、郷土愛の

希薄

川口都民が多い

新旧住民の交流ができてい

ない

新旧住民のコミュニケー
ションがあまりない

町会員と町会に未加入者
の対応

電子化が進んでいるが職
員の基本となる市民とのコ
ミュニケーションや折働能
力の低下につながる

新住民と旧住民とのコミュ
ニケーションの必要性

新住民の増加

町会員と町会に未加入者

の対応

激増する行政課題

庁内

財政状況が厳しいため
特に技術職員の仕事が
少ない

施設が多いため維持管
理経費がかかる

施設の数が多すぎるた
め維持管理費が増加す
る

人口増によりインフラの
投資額が増大

税収が少ない

県内で市民の所得水準
が低い

税金の徴収率が低い

財政が厳しく事業が進ま
ない

財源不足

予算の配分差

困難な財政 庁内

財政状況が厳しいため
特に技術職員の仕事が
少ない

施設が多いため維持管
理経費がかかる

施設の数が多すぎるた
め維持管理費が増加す
る

人口増によりインフラの
投資額が増大

税収が少ない

県内で市民の所得水準
が低い

税金の徴収率が低い

財政が厳しく事業が進ま
ない

財源不足

予算の配分差

困難な財政 庁内 インフラ整備網の維持管理経費が
莫大である

電子決裁を実施しているがレスポンスが遅く紙決裁のほうが迅速

電算システムが古い

老朽化するIT 庁内

庁舎がせまく、古い

庁舎が危ない（地震に弱い）

駅から15分～20分かかる

文化に対する施設、意識等が低い

市施設の老朽化、耐震対策

庁舎が分散しており、効率が悪い

過去の施設整備が過重すぎて今は維持管理に負担が重い

事務スペースが狭い

公共施設が効率的に活用されているか

公共施設の格差

老朽化する庁舎関係 庁内

老朽化する庁内設備

インフラ整備網の維持管理経費が
莫大である

電子決裁を実施しているがレスポンスが遅く紙決裁のほうが迅速

電算システムが古い

老朽化するIT 庁内

庁舎がせまく、古い

庁舎が危ない（地震に弱い）

駅から15分～20分かかる

文化に対する施設、意識等が低い

市施設の老朽化、耐震対策

庁舎が分散しており、効率が悪い

過去の施設整備が過重すぎて今は維持管理に負担が重い

事務スペースが狭い

公共施設が効率的に活用されているか

公共施設の格差

老朽化する庁舎関係 庁内

インフラ整備網の維持管理経費が
莫大である

電子決裁を実施しているがレスポンスが遅く紙決裁のほうが迅速

電算システムが古い

老朽化するIT 庁内

庁舎がせまく、古い

庁舎が危ない（地震に弱い）

駅から15分～20分かかる

文化に対する施設、意識等が低い

市施設の老朽化、耐震対策

庁舎が分散しており、効率が悪い

過去の施設整備が過重すぎて今は維持管理に負担が重い

事務スペースが狭い

公共施設が効率的に活用されているか

公共施設の格差

老朽化する庁舎関係 庁内

老朽化する庁内設備

部課長がイエスマンにな
ることもある

2007年対応が未完成

ストレスへの弱さ

団塊世代の職員が多い

職員数が少ない

職員の年齢構成のアン
バランス

職員の平均年齢が高い

職員の意識改革（時代
変化の認識）

職員の高齢化が進んお
り職場環境の明るさ、や

る気が感じられない

技術者の採用との関係

によるが技術者の育成・
養成に時間を要す

やる気のない中高年職
員が多い

問題意識を持たない者

が多い

優秀な職員が多い中能

力がない者もある

職員の高齢化が心配で

ある

上司の思いが末端に届
かない

職員の中で市外居住者
が多くなっている

旧態依然の組織風土

職員の高齢化

まだまだ縦割行政

組織的に縦割り思考が

強い

経営感覚がまだまだ

前例踏襲主義

法律、条令にしばられる

他の課・係に対して批
判・提案ができない

部課等のセクト意識がや
や強い

組織間連携がとりにくい

面がある

縦割行政の弊害

団体からの要望が多い

アピールするような華やかさがない

トップの意識がまだ職員にいきとど

かない

仕事に対して慣例を重んじすぎる

個々の職員の能力、知識はあるが
顧客意識が根付かない

自由に議論する組織風土ができていな
い

予定のない陳情等に対する対応

トップの方針が中間監督者により伝
わってない

１つの仕事に対して各部局間で横の連
携ができてない

提起された問題が先送りされる

部局間にまたがる施策展開が不十分

公権力の行使による市民への対応が遅
い

議員等の有力者に対していまだに甘ん
じている

内部情報の共有化が少ない

上司と部下のコミュニケーションを図る場
が少ない

有力者・町会などに弱腰のところが
ある

硬直化する組織風土

庁内

庁内

庁内

部課長がイエスマンにな
ることもある

2007年対応が未完成

ストレスへの弱さ

団塊世代の職員が多い

職員数が少ない

職員の年齢構成のアン
バランス

職員の平均年齢が高い

職員の意識改革（時代
変化の認識）

職員の高齢化が進んお
り職場環境の明るさ、や

る気が感じられない

技術者の採用との関係

によるが技術者の育成・
養成に時間を要す

やる気のない中高年職
員が多い

問題意識を持たない者

が多い

優秀な職員が多い中能

力がない者もある

職員の高齢化が心配で

ある

上司の思いが末端に届
かない

職員の中で市外居住者
が多くなっている

旧態依然の組織風土

職員の高齢化

まだまだ縦割行政

組織的に縦割り思考が

強い

経営感覚がまだまだ

前例踏襲主義

法律、条令にしばられる

他の課・係に対して批
判・提案ができない

部課等のセクト意識がや
や強い

組織間連携がとりにくい

面がある

縦割行政の弊害

団体からの要望が多い

アピールするような華やかさがない

トップの意識がまだ職員にいきとど

かない

仕事に対して慣例を重んじすぎる

個々の職員の能力、知識はあるが
顧客意識が根付かない

自由に議論する組織風土ができていな
い

予定のない陳情等に対する対応

トップの方針が中間監督者により伝
わってない

１つの仕事に対して各部局間で横の連
携ができてない

提起された問題が先送りされる

部局間にまたがる施策展開が不十分

公権力の行使による市民への対応が遅
い

議員等の有力者に対していまだに甘ん
じている

内部情報の共有化が少ない

上司と部下のコミュニケーションを図る場
が少ない

有力者・町会などに弱腰のところが
ある

硬直化する組織風土

庁内

庁内

庁内

大型産業の市外流出
（ドーナツ減少）

メジャー企業が去り地場産
業の衰退するなか一方で工
場跡地の開発、地下鉄開
通によりベットタウン化して
いる

製造業の散在が
危惧される環境

中小零細企業が多い

中小企業が
多いので景
気に左右さ
れやすい

中小零細企業川口気質

中小企業しかない

スキップシティとの連携

鋳物産業空洞化

事業所の減少

伝統産業

地場産業の低下

古くからの地場産業
の衰退

商業の発展につ
いて不安がある

主な産業がない

市内風俗産業が多い

衰退する地場産業 庁内

大型産業の市外流出
（ドーナツ減少）

メジャー企業が去り地場産
業の衰退するなか一方で工
場跡地の開発、地下鉄開
通によりベットタウン化して
いる

製造業の散在が
危惧される環境

中小零細企業が多い

中小企業が
多いので景
気に左右さ
れやすい

中小零細企業川口気質

中小企業しかない

スキップシティとの連携

鋳物産業空洞化

事業所の減少

伝統産業

地場産業の低下

古くからの地場産業
の衰退

商業の発展につ
いて不安がある

主な産業がない

市内風俗産業が多い

衰退する地場産業 庁内

市街地と周辺の格差

葬祭場の必要性と市民意識

住・工・農の混在が一部
の地域にある

急激な都市化により街全
体のバランスが悪い

人口の増に対する基盤

整備が遅れている

市のイメージダウン（歓楽
街の存在）

区画整理事業の遅延

市全体の街づくりに配慮首都圏東京への通過都市化

市街化調整区域の住民

は土地利用が難しい

ホテル整備が遅れている

急速な都市化により治安
維持のための安全・安心
まちづくり

東京都と政令市の間
に位置する

鳩ヶ谷市と入り組んでいる

市内ＪＲで東西分断

市域の面積が少な
い

公園面積が少ない

緑が急激に減少して
いく

鉄道が集約されてい
ない

駅前の混雑、鉄道が整
備されにくい

調整区域が広い

４市合併・３市合併・２市
合併

劣化する住環境

老朽化したマンション問題が発生

マンション人口（ワンルーム）の増加

マンションが多すぎる

新住民が増えベッドタウン化

マンションだらけになった

マ
ン
シ
ョ
ン
増
加

遅
れ
て
い
る
都
市
整
備

市内

不
便
な
住
環
境

市内
市街地と周辺の格差

葬祭場の必要性と市民意識

住・工・農の混在が一部
の地域にある

急激な都市化により街全
体のバランスが悪い

人口の増に対する基盤

整備が遅れている

市のイメージダウン（歓楽
街の存在）

区画整理事業の遅延

市全体の街づくりに配慮首都圏東京への通過都市化

市街化調整区域の住民

は土地利用が難しい

ホテル整備が遅れている

急速な都市化により治安
維持のための安全・安心
まちづくり

東京都と政令市の間
に位置する

鳩ヶ谷市と入り組んでいる

市内ＪＲで東西分断

市域の面積が少な
い

公園面積が少ない

緑が急激に減少して
いく

鉄道が集約されてい
ない

駅前の混雑、鉄道が整
備されにくい

調整区域が広い

４市合併・３市合併・２市
合併

劣化する住環境

老朽化したマンション問題が発生

マンション人口（ワンルーム）の増加

マンションが多すぎる

新住民が増えベッドタウン化

マンションだらけになった

マ
ン
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加

遅
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て
い
る
都
市
整
備

市内

不
便
な
住
環
境

市内

WW

先進的取り組みの進展

行政も仕事となること
に民間が気づく

行政も営業チャンスが

あるかも

市民の説明責任
→自己責任、自己決定

民間の事業の取り合
いが激しくなる

中央集権→地方分権の流れの
中に意識改革をすること

国の構造改革の強い流れ

限られた財源の中、情報化を
進める意味

人、物、金、情報をバランスよく

配分すること

公営競馬場の収益

特徴を生かした町づくりをす
る上でも周辺の状況とのバラ
ンスが必要となる

共通性、利害関係のあるも
のは、他市と連携し、歩調を

併せる

市町村合併について、市が
再び主導できる

進む民営化 行財政改革 合併の進展

行財政改革の進展 庁外

行政も仕事となること
に民間が気づく

行政も営業チャンスが

あるかも

市民の説明責任
→自己責任、自己決定

民間の事業の取り合
いが激しくなる

中央集権→地方分権の流れの
中に意識改革をすること

国の構造改革の強い流れ

限られた財源の中、情報化を
進める意味

人、物、金、情報をバランスよく

配分すること

公営競馬場の収益

特徴を生かした町づくりをす
る上でも周辺の状況とのバラ
ンスが必要となる

共通性、利害関係のあるも
のは、他市と連携し、歩調を

併せる

市町村合併について、市が
再び主導できる

進む民営化 行財政改革 合併の進展

行財政改革の進展 庁外

学ぶ都市が身近に沢山ある

東京とさいたま市の間 中央官庁との距離が近く

情報を得やすい

政治の中心に近い

東京から２０km圏内

東京に隣接している

大都市のはざまの中で

従来からの変化に対応

大都市に隣接 市外

学ぶ都市が身近に沢山ある

東京とさいたま市の間 中央官庁との距離が近く

情報を得やすい

政治の中心に近い

東京から２０km圏内

東京に隣接している

大都市のはざまの中で

従来からの変化に対応

大都市に隣接 市外

川口駅周辺の開発

川口駅周辺が元気

川口駅前の地価が上昇

勤め人（大企業への）

が増えている

マンション協働

周辺人口が多い

川口駅周辺活性化 人口増加

市域が狭い 交通インフラが整っている

交通網の充実

地下鉄を更に延伸させるチャンス

通過道路が多い

都市計画道路の整備
緑が多い

緑化産業の立
地ノウハウ

市域が狭い 交通網の充実

豊かな緑

市域が狭いこと

整備が進み活気ある地域環境市内

川口駅周辺の開発

川口駅周辺が元気

川口駅前の地価が上昇

勤め人（大企業への）

が増えている

マンション協働

周辺人口が多い

川口駅周辺活性化 人口増加

市域が狭い 交通インフラが整っている

交通網の充実

地下鉄を更に延伸させるチャンス

通過道路が多い

都市計画道路の整備
緑が多い

緑化産業の立
地ノウハウ

市域が狭い 交通網の充実

豊かな緑

市域が狭いこと

整備が進み活気ある地域環境市内

映像産業の可能性

スキップシティがあり映像

情報が得やすくなった

国内産業の体質が製造業

中心からサービス産業へ

中小企業が多く、時代に

あった業種転換

伝統産業と新産学共存

産業界、女子、不況の景気

に左右されやすい

先端産業の発展 市内

映像産業の可能性

スキップシティがあり映像

情報が得やすくなった

国内産業の体質が製造業

中心からサービス産業へ

中小企業が多く、時代に

あった業種転換

伝統産業と新産学共存

産業界、女子、不況の景気

に左右されやすい

先端産業の発展 市内

行政事務全般について他
市をリードしている

時代の先をみた行政運営
をしている

市民との共同作業

市民の意見を聞く機会を設
ける

事業を行うときの地元住民
との説明会を実施

先進的行政運営 庁内

行政事務全般について他
市をリードしている

時代の先をみた行政運営
をしている

市民との共同作業

市民の意見を聞く機会を設
ける

事業を行うときの地元住民
との説明会を実施

先進的行政運営 庁内

O

O

変化の波にさらされる地域環境

補助金等のカット

人事院勧告

補助金のカット

合併の問題

鳩ヶ谷市を通らないと市の反対

側にいけない

鳩ヶ谷市との関係

合併の進展 庁外 庁外

行財政改革の影響

補助金等のカット

人事院勧告

補助金のカット

補助金等のカット

人事院勧告

補助金のカット

合併の問題

鳩ヶ谷市を通らないと市の反対

側にいけない

鳩ヶ谷市との関係

合併の進展

合併の問題

鳩ヶ谷市を通らないと市の反対

側にいけない

鳩ヶ谷市との関係

合併の問題

鳩ヶ谷市を通らないと市の反対

側にいけない

鳩ヶ谷市との関係

合併の進展 庁外 庁外

行財政改革の影響

東京都さいたま市の狭間
にあり、中途半端な印象

都市間の競争が激しい

大都市に埋没する

都心とさいたま市との狭
間

東京と大都市の狭間

東京並みの住民サービスが求
められる

東京とさいたま市にはさまれて

人が他へ流れてしまうことが市
域外部の脅威

東京に隣接し、人が東京に流
れやすいのが市域外部の脅威

地元にお金が落ちない（大都
市隣接）客を集める施設が無い

激化する地域間競争 市外

東京都さいたま市の狭間
にあり、中途半端な印象

都市間の競争が激しい

大都市に埋没する

都心とさいたま市との狭
間

東京と大都市の狭間

東京並みの住民サービスが求
められる

東京とさいたま市にはさまれて

人が他へ流れてしまうことが市
域外部の脅威

東京に隣接し、人が東京に流
れやすいのが市域外部の脅威

地元にお金が落ちない（大都
市隣接）客を集める施設が無い

激化する地域間競争 市外

市民の健康増進に市民個々の
管理意識づけ

行政サービス行き届いた市に転入者が

集まる

市民の声を直接聞くことと議会との関係

IT化が進むと人間としてのコミュニケー

ションが図れない

市民意識の反映 市内

市民の健康増進に市民個々の
管理意識づけ

行政サービス行き届いた市に転入者が

集まる

市民の声を直接聞くことと議会との関係

IT化が進むと人間としてのコミュニケー

ションが図れない

市民意識の反映 市内

市内に大きい川（荒川）があり
水害に弱いところがある

突発的な地震等の災害 マンションが多くなり、
地震等の災害に弱いのでは

マンションの増高

将来的にマンションのスラム化

人口密度が高い

再開発により、人は世帯が増と
なる

大きな時代の変化

JR駅がさびしい

JRと高速鉄道があるが、結ぶ整

備が必要

市の中心と郊外との差が大きい

新住民と旧住民との思いの違い

住民意識の変化

マンション人口の増加 行政への市民の協力を
得にくい環境にある（差がある）

将来の人口増

葬祭場がない

市域が荒川で寸断されている

中心市街地が市域の端にあり

都市計画決定道路の弊害

市の特徴を生かすため、周辺
がすすんで行っていることでも、
やや消極的になってしまう

市の特性が無い河川の汚濁

土地の下落による公社で所有
する用地の財産価値の下落

JRが京浜東北線しか停車しな
いのが、市域外部の脅威

娯楽等の施設が少なく、外から
川口に訪れる人（若者）が少な

い

自然が少ない

変化に対応が難しい街り

防災への不安

大企業が無く中小企業が多い 製造業の海外シフト

地場産業（鋳物等）の衰退鉄不足（鋳物工場）

コストが高い
（物価、人件費）

地場産業の衰退

市内

市内

市内

不安が増大する地域環境

市内に大きい川（荒川）があり
水害に弱いところがある

突発的な地震等の災害 マンションが多くなり、
地震等の災害に弱いのでは

マンションの増高

将来的にマンションのスラム化

人口密度が高い

再開発により、人は世帯が増と
なる

大きな時代の変化

JR駅がさびしい

JRと高速鉄道があるが、結ぶ整

備が必要

市の中心と郊外との差が大きい

新住民と旧住民との思いの違い

住民意識の変化

マンション人口の増加 行政への市民の協力を
得にくい環境にある（差がある）

将来の人口増

葬祭場がない

市域が荒川で寸断されている

中心市街地が市域の端にあり

都市計画決定道路の弊害

市の特徴を生かすため、周辺
がすすんで行っていることでも、
やや消極的になってしまう

市の特性が無い河川の汚濁

土地の下落による公社で所有
する用地の財産価値の下落

JRが京浜東北線しか停車しな
いのが、市域外部の脅威

娯楽等の施設が少なく、外から
川口に訪れる人（若者）が少な

い

自然が少ない

変化に対応が難しい街り

防災への不安

大企業が無く中小企業が多い 製造業の海外シフト

地場産業（鋳物等）の衰退鉄不足（鋳物工場）

コストが高い
（物価、人件費）

地場産業の衰退

市内

市内

市内

不安が増大する地域環境

オートレースなどの収益事業
収入の大幅減少

公営ギャンブルの衰退
による財政悪化

市の財政の現状

財源不足 総花的な総合計画と限られ
た財源

公務員の減少に繋がるが
不正は

悪化する財政状況 庁内

オートレースなどの収益事業
収入の大幅減少

公営ギャンブルの衰退
による財政悪化

市の財政の現状

財源不足 総花的な総合計画と限られ
た財源

公務員の減少に繋がるが
不正は

悪化する財政状況 庁内

TT

ＩＴ推進会議
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行動成功要因分析結果の例（川口市の分析結果より）行動成功要因分析結果の例（川口市の分析結果より）

市民の意識改革と協働を進める

都市環境整備を進める

内部組織の意識・構造改革に努める

町会の人達と職員の相
互の理解を深める

町会相談員の見直し→
市会議員との関連

市民ボランティア委託の
活用

市民ニーズの把握

非営利活動法人ガーディ
アンなどの支援

ゴミの減量化

緑の豊かさを市域全体
に拡大する

下水道整備

公園・道路を整備し災害
時に備える

公共工事は広く浅くでは
なく、重点地区を決め、
集中的に資金投下する

一人の職員による多業
務への対応

市の組織が縦割りになら
ないように特別チームを
作る

関係課との情報交換

財政改革を進める

派遣職員を増やし、人件
費の圧縮を図る

税収確保

防災対策を進める

地域（地区）防災を市民
協働でつくる

防災の連絡会議を常設
し、定期的に啓発を行う

高齢・介護医療を重点化する

障害者施設の整備

障害者の就労支援 特養ホームの定員増

福祉施設の充実・拡大

多様なＰＲに努める

川口市ブランドのＰＲ 情報を公開し、市の実情
を知ってもらう

市の重点施策を優先順
位を決めて公開する

指定管理者制度の導入
により民間委託を推進す
る町会と行政の役割をお

互いに認識できるように
する

基準・取り扱いを市民に
公開する
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目標手段分析結果の例（川口市の分析結果より）目標手段分析結果の例（川口市の分析結果より）

各種データの共有化

市民生活の向上（きめ細かい市民サービスを向上する（窓口サービス））

生活と直結する窓口サー
ビスの向上

窓口の不便さを克服する

ＩＴを活用して24時間受付
相談を可能にする

中核市、政令市を目指し、
市で処理できる事務を増
やす

町会、市域全域と情報を
共有する

庁舎内のバリアフリーの
整備

利用件数の少ない事業
の廃止を防ぐ

デジタルデバイドの人へ
のサービス方法を残す
（出張・郵便）

サービスのＩＴ化にのれな
い人が他の方法を選択
できるようにする

接遇強化（市民への接客
態度がまだまだ民間と比
べて悪いので）

職員の資質を更に高め、
職務に関する情報をでき
るだけ入手する

住基の各個人への発行
を義務化する

職員の接遇研修を徹底
する

情報提供の推進

市の情報が誰にでも簡
単に見ることができる（理
解できる）ようにする

地域の声（情報）を的確
に把握する

情報交換センターによる
市民との協働

申請手続きのＰＲの充実

事務の一部を市民へ委
任する

市民満足度を的確に把
握できる市民アンケート
調査を毎年定期的に実
施する

民間委託した事業を市
民参加による第三者機
関で評価する

民間委託できるものは極
力委託化する

ボランティアを募り、市民
サービスサポート隊を組
織する

窓口における市民ボラン
ティアの活用

派遣職員を取り入れ、人
員を確保し、待ち時間の
短縮を図る

コンビニの活用、連携を
検討する

業務時間の拡大による
窓口サービスの向上

窓口を無休化する

ロビーマン的な用件を聴
き、振り分け、説明できる
スタッフの確保

市内でパスポートを発給
できるようにする

窓口の待ち時間短縮市役所内部でもワンストッ
プサービスを進める

庁内1ヵ所で用を済ませ

るようにする

ワンストップサービスの
推進

アンケートの調査票を作
成する

情報提供の推進方策を
立案する

ＩＴ化を伴わないサービス
方法を検討する

職員の接遇研修内容を
検討する

市で処理できる事務を洗
い出す

ボランティア、民間企業
の活用方策を立案する

共有化すべきデータの
洗い出し

郊外の施設を有効活用
し、住民サービスの向上
を図る

市民サービスの見直し方
針を策定する
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３段階工程分析結果の例（川口市の分析結果より）３段階工程分析結果の例（川口市の分析結果より）

３段階工程表
きめ細かい市民サービスを向上する（窓口サービス）

段階３段階２段階１

・市民の生活の向上。

・生活と直結する窓口サービスの
向上。

・窓口の不便さを克服する。

・市民サービスの見直し及び改善
を実施する。

・職員の接遇研修を徹底による市
民への接客サービスの向上。

・ワンストップサービスを推進し、市
民が庁内１ヵ所で用を済ませるよう
にする。
・窓口を無休化し、業務時間を拡大
する。
・窓口の待ち時間短縮。

・サービスのＩＴ化にのれない人に
対するサービスの維持／向上。

・市で処理できる事務を増やす。

・市の情報が誰にでも簡単に見るこ
とができるようにする。

・市民満足度を的確に把握できる
市民アンケート調査を毎年定期的
に実施できるようにする。

・市民サービスの見直し方針を策
定する。

・職員の接遇研修内容を検討する。

・市内でパスポートを発給できるよ
うにする。
・市民サービスをサポートするため
のボランティア、民間企業の活用方
策を立案する。
・共有化すべきデータの洗い出し。

・ＩＴ化を伴わないサービス方法を検
討する。

・市で処理できる事務を洗い出す。

・情報提供の推進方策を立案する。

・アンケートの調査票を作成する。

段階３段階２段階１

・市民の生活の向上。

・生活と直結する窓口サービスの
向上。

・窓口の不便さを克服する。

・市民サービスの見直し及び改善
を実施する。

・職員の接遇研修を徹底による市
民への接客サービスの向上。

・ワンストップサービスを推進し、市
民が庁内１ヵ所で用を済ませるよう
にする。
・窓口を無休化し、業務時間を拡大
する。
・窓口の待ち時間短縮。

・サービスのＩＴ化にのれない人に
対するサービスの維持／向上。

・市で処理できる事務を増やす。

・市の情報が誰にでも簡単に見るこ
とができるようにする。

・市民満足度を的確に把握できる
市民アンケート調査を毎年定期的
に実施できるようにする。

・市民サービスの見直し方針を策
定する。

・職員の接遇研修内容を検討する。

・市内でパスポートを発給できるよ
うにする。
・市民サービスをサポートするため
のボランティア、民間企業の活用方
策を立案する。
・共有化すべきデータの洗い出し。

・ＩＴ化を伴わないサービス方法を検
討する。

・市で処理できる事務を洗い出す。

・情報提供の推進方策を立案する。

・アンケートの調査票を作成する。
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業務説明表の例（川口市の分析結果より）業務説明表の例（川口市の分析結果より）
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機能分析表（機能分析表（DMMDMM））の例（川口市の分析結果より）の例（川口市の分析結果より）
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機能情報関連図（ＤＦＤ）の例（川口市の分析結果より）機能情報関連図（ＤＦＤ）の例（川口市の分析結果より）
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業務要件定義表の例（川口市の分析結果より）業務要件定義表の例（川口市の分析結果より）
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情報実体一覧表の例（川口市の分析結果より）情報実体一覧表の例（川口市の分析結果より）
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情報実体サンプルの例（川口市の分析結果より）情報実体サンプルの例（川口市の分析結果より）
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業務機能の論理化の例：（川口市作業説明資料より）業務機能の論理化の例：（川口市作業説明資料より）
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業務機能の論理化の例：（川口市作業説明資料より）業務機能の論理化の例：（川口市作業説明資料より）
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業務機能の抽象化の例：（川口市作業説明資料より）業務機能の抽象化の例：（川口市作業説明資料より）

資料番号 版数 作成日付 作成者 市

V1 H20.1.11 EA策定ﾁｰﾑ

記録

受付 審査 記録 確認 作成 交付

イベント
取引パターン１

住民票・証明書等発
行 ○ ○ ○ ○ ○ ○

イベント
取引パターン２ ○ ○ ○ ○ ○
イベント
取引パターン３ ○ ○ ○ ○
イベント
取引パターン４ ○ ○ ○

抽象化後のくくり
（DFD ２層）

住民情報受付 交付

抽象化整理表

抽象化後のくくり
（DFD １層）
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業務情報の抽象化の例：（川口市作業説明資料より）業務情報の抽象化の例：（川口市作業説明資料より）

作成者 市

EA策定ﾁｰﾑ

申請者 対象者 担当者 証明書 手数料 （イベント）

住民票の写し
等
交付申請書

請求者 対象者
受付

担当者
住民票の

写し
手数料

住民票の写し
等交付申請

住民票の写し
住民

H20.1.11

パターン１

イベント

イベント
エンテティ表

取引パターン名

抽象化情報項目 カネ

資料番号 版数 作成日付

V1

モノ

住民票・証明書
等発行

ヒト
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自治体自治体EAEA事業の成果物（事業の成果物（ 「業務・システム刷新化の手引き」「業務・システム刷新化の手引き」 ））

• 「業務・システム刷新化の手引き」策定の趣旨
– 共同アウトソーシング事業に取り組む自治体における「 EAの観点に基づく業務・システム刷新の取組み」

において広く利用されるガイドラインを策定する

– 本ガイドラインを活用することにより、自治体職員自らが「 EAの観点に基づく業務・システム刷新」に取り

組めるようにする

• 活用効果の出る手引きを策定する方策

– 「実際に、業務・システムを刷新することで、その自治体が抱える課題を解決した事例」に基づいて、ガイド
ラインを策定する

– 事例の集め方

• 先行事例の収集（横須賀市、市川市、西宮市、浜松市）

• 新規事例の生成（川口市、北九州市、水沢市）　※川口市の事例が主
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用語集

Ⅲ．実践編　「自治体EAの実践方法」

－自治体EAにおける個々の分析・検討作業の

　 実施目的、作業方法、成果物例、作業事例に

ついての説明
☆自治体EAに係る作業の全体像

１．刷新化の方向性策定

２．現状分析（業務分析、システム分析）

３．刷新化対応構造（あるべき姿）の検討

４．個別課題の解決方策の検討

５．刷新化計画の策定

Ⅱ．導入編　「自治体EAの導入方法」

－自治体EAの導入方法についての説明
１．自治体EAの導入を検討するきっかけ

２．自治体EAに係る情報の収集と学習

３．全庁的な自治体EAの導入で必要となる体制、役割分担

４．関係者の参加を促す方法（首長、原課担当者）

５．自治体EAの継続的な運用

６．自治体EAの段階的な導入

７．自治体EAの導入における外部コンサルタントの活用方法

８．自治体EAの導入における費用

Ⅰ．基礎編　「自治体EAとは」

－自治体EAの概要と導入の必要性についての説明
１．電子自治体の現状

２．電子自治体の推進に係る施策展開

３．自治体EAの概要

４．新地方行革指針における位置づけ

５．自治体EAのもたらす様々な効果

６．自治体EAにおける「見える化」の重要性

７．自治体EAにおける業務・システムの捉え方

「業務・システム刷新化の手引き」の概要「業務・システム刷新化の手引き」の概要

• 全体を通して「Q&A（一問一答）形式」とし、Webのページ単位で活用できるものとする

Ⅳ．資料編

資料編１「事例集」
１．新規事例（川口市、北九州市、水沢市）

　　　　２．先行事例（横須賀市、市川市、西宮市、浜松市）

資料編２「業務システムの表記方法の例」
１．「刷新化の方向性策定」に係る様式

２．「現状分析（業務分析）」に係る様式

３．「現状分析（システム分析）」に係る様式

資料編３「参照モデル」
１．参照モデルとは

２．業務参照モデル

　　　　３．データ参照モデル

（トップページ）
－手引き（Webサイト）の使い方についての説明

１．手引き（Webサイト）の全体構成（目次）

２．だれが、どのような時に、手引きのどの部分を読めば良いか
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「業務・システム刷新化の手引き」の「業務・システム刷新化の手引き」のWebWebイメージイメージ

トップページ

コンテンツページ

作業日誌ページ


